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南北問題と太平洋経済圏

山 本  登

1. 南北問題の新展開

... . . . • . . . . . . .  . . . . .  ' ....
1960年代は，いわゆる「国速開発の10年 j とよばれ， この年代において，世界の先進諸国から

の経済 • 技術協力の拡充を通じて，発展途上諸国の経済開発の促進が，実現されるはずであった。

そして1964年の 3—6 月，さらに1968年の 2—3 月， ジュネーブとニュー•デリ一における西度

の国迚質易開発会議（UNCTAD)の開催によって，その具体化が期待された。この2 回の UNCTAD

によって，発展途上諸国が，何等かのプラスを取得しなかったわけではない。

こどに第1 回会議においては， 70数力国の発展途上諸国が， 一致団結して先進諸国と対峙し，

この段階における前者の発言権の拡大を顕示するとともに，後者に対して，南北問題Qffi要性を，

滦く認識させた効果を見逃してはならない。 また世界の発展途上諸国が， 「援助よりも貿易を」と

いう拖本的な態度を, 先進国側に強ぐ印象づけたことも事実である。

ただし，その後の現実の経過において，彼等の諸要求9 具体化は，必ずしも順調に進展したとは

いえない。• むしろその間における先進国側におけるケネディ• ラウンドの妥結や，国際通貨制度め

動揺に基づく S D R 創出の決議などによって，先進諸国間の協力関係がいちだんと強化せられた。

したがっ て第2 回 UN C TA Dは，発展途上諸国側の抱く焦燥感のうちに，開かれたとみられる„

もっともこの会議において，発展途上諸国に対する特恵関税問題が前進の方向にふみ出し，またこ

れまでの先進諸国からの各国民所得1%の援助額拠出目標を，国民総生産の1 % にまで引上げたこ

とは，一応の成功といえよう。とりわけこの会議で，発展途上諸国が，単に援助の拡充を喪求した

ばかりでなく，自助努力の方針をうち出したことは，明らかに一つの進歩と回される。

ただしその反而，とくに特恵問題をめぐって,いわゆる先発後進国と後発後進国の間で必ずしも

利讲の一致しないことを露呈したことは，南北問題の複雑さと解決の困難性を示すに足りた。

かくして南北問題は， いわば一進一退の経緯めうちに， 60年代を終る気配が濃いとみられる。

そして本年末の第2 4回国述総会か， 連くも来华の第2 5问総会で， 恐らく 「策 2.次国連開発の10
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年」 が発足するものと予想せられている。 その意味で， 1969年は.これを過去の反省と新発足へ肉

っての地固めの年と解してよぐここに南北問題は,爭くも一つの転機に際会していると評価して 

よいであろう。 ' ‘

この点に関速して，何よりも次の事実が反省されなくてはならない。すなわちこうした経過に 

おいて仳界の先進諸国と発展途上諸国の間で, その経済発展の格差が',実質的には拡大したという 

現実である。 例えば，I967年には, 発展途上諸国は， 顕著な生産の；i i加を示し,その国民磁生產 

の対前年比伸び率は， 5.4 % を記録し,これによって , 1 9 6 0 —67年の国民総生産の伸びは， 既述 

の 「国連開発の10年 j 決讓が目標とした年率5 %め到達したとみられる。他方， 1967年に，多く 

の先進諸国は経済成長の停滞に見舞われ，その対前年比伸び率は，3. 4% に止まり，1960—67年の 

伸び率も，年率 4  9 % と発展途上国の実績を.下回バた。

しかしながら，ここで注意しなくてはならないのは，この期間における発展途上諸国の急速な人 

ロ増加率で务り，それは先進諸国の丄1%を大幅に上回る2.5%を示している。かぐして1962—67 

，ゐ 1 人当り国民総生産の年平均伸び率は，先進国の次8% に対して，発展途上国ではな. 6% に止

ま‘った。. . . . .  ：:.：.：

ことに国速加盟国数において世界の7 5 % ,人口において49%を占める発展途上諸国がなお世界 

の総輸出額の1 9 % ,国民総生産の14%のシ丈ァを占めるにすぎないというこふは， これらの国々 

の経済的地位の絶対的な低さというものを明白に物語っている。そこで前述め如く，年々の“済的 

な伸び率において，漸く先進諸国に追いついたとしても，その伸、びの絶対額において，格段の開き 

のあることを見逃すわけにはいかない。

第 1 表 発 展 途 上 _ における国民総生産 (G N P )および 1 人当り国民総生産の対前年度延び率と人ロ增加率

(塔 位 %)

地 M\
1955〜1960 年 

(平均） 1963 年 1964 年 1965 年 1966 年 1967 年 最近の 
人 n

GNP 1人当り I GNP GNP 1人当り GNP GNP 1人当り GNP GNP 1人当り GNP GNP 1人当り GNP GNP 1人当り GNP _ 率
充展途上国 計 4.5 2.2 4.8 2.3 6.1 3.6 4.2 1.7 4.9 2.4 5.4 ,2.9 2.5
ラテン•アメJ力 5.0 2.1 2.5 一 0.4 * 6,5 3.5 5.1 2.1 4.3 1.3 4.5 1,5 3.0
中 東 5.9 3.4 7.3 4,7 7.3 4.8 6.1 3.5 7‘1 4,7 5.0 '2.4 2.5
南 ァ ジ 7 4.2 2.1. 6.4 3.9 6.7 4.2 -1.8 —4.1 2.6 a i 8.3 5.6 2.5
極 東 3.8 1.2 5.5. 2.8 5.2 2.4 4.4 2.7 6.8 4.1 5.5 ハ2.7 2.7
ァ フ V 力 3.8 L5 3.5 1.2 5. 2 2.9 3.4 i.i 4.3 2.0 2.4
そ の 他 3.4 2A 7.6 6.5 6.6 5,5 7,4 6.3 ：7*6 6,5 4.0 2.9 1.1

% ，逸国 0- 3*4 2.2 4.4 3.2 6.3 5.1 5.3 4.1 5.4 4.3 3.4 2.4 1.1
(出所） 通商鹿菜省「柽済鲶力の现状と間妞点j 1968, 10〜1 1 瓦ょり-

どころ'"Cこのような-発展格差をもたらした根拠について，ここで一応整理しておきたぃ。それに 

は，発展途上諸国にとって, 内部的な理曲と外部的现由があり，それぞれにつぃて多くめ要因を考； 

えうるのであるが，その中から最も重要とみられるものを指摘しておこうc •

先ず内部的な理由として，さき匕触れた如く，大体第2 回 UNCTADにぃたるまでの間,経済発 

展に対するこれらの国々の自助努力の不足をあげることができる。ここに自助努力とぃう場合，そ

，— lo y/ST)  *
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れ は 「国内資源活用の改善のためめ努力」といいかえることができる。

周知の如く, 多くの発展途上諸囯は，経済開発めための迤礎的な条件である資本• 技術 •資本財 

の_ 給力を欠くばかりでなく，折角外国の援助によって受入れたとれらの適切な利用力をも欠くと 

とが多い。加えて開発計画がしばしば野心的に過ぎたり，また充分な計量的な配慮が行なわれない 

ために，往々にし't i l 齡をきた:しがちである。

しかもこうした経済的要因に止まらないで, 政治的 • 社会的要因によっても，麵々の制約蚤蒙っ 

ている。政治的には, 独立後の内戦や内紛のために国内の統一的安定を欠く例が多く見出され,社 

会的には旧来の伝統的な制度の改革の困難や, 慣贺的な身分制度の存続のために> 近代化が阻害さ 

れるケース；̂多V、。 ，

ことに死亡率の急激な低下にもとづく人口の著増が，とうした局而をいっそう惑化している。発 

展途ト諸国において'は, 経済開発と並んで，あるいはそれに先行して社会開発を推進する必要が強 

く説かれる所以であり，その一つの手段として，教育の充実が着目されている。だがそれは歳月を 

要する作業であり, 教育の不備が, 導入された新技術への適応力を弱め，また—般に，経営上•行 

政上の非能率を招いている。

2 四のUNCTADを通じで，こめような自助努力の不足が，充分に疼劣され，発展途上諸国もそ 

の改善に着手したことは，将来にとっての朗報と評価して差支えない。

しかしながら, 先進諸国との間の格差をもたらす，より重要な根拠は，むしろ次の外部的要因に 

兑出され名。 ▲ . •

その一は，発展途上諸国の主：嫂な輸出品である一次産品の全般的な過剰生産, さらには合成品• 

代替品の出現によって，その国際価格は下落の趨勢を迪った。このことは発展途上諸国にとって交 

易条件の惡化を招き，その貿易の相対的縮小をもたらして，外貨不.足に拍車をかけ.る結果となった。 

例えば， 1 960-67年の共産圈を除く先進国の輸出額の伸びは年率8 .1 % であったのに対し， 同
. . .  . , ： . . . . .  , 上 .

じ期問に発展途上諸国の年平均伸び率は5. 9% であった。このため共産圏を除く世界の総輪出額に
■ • , . < ■ •

山める後者の 'ンズァは> I960年 の 25. 8% から，1967年には23%へ低下した。そしてこの事情は， 

後渚の経済開発に必要な資材の :輸入を制約することにもなった。：

その二は， 1960年代後半を迎えて,：先進諸国からの対発展途上諸国への援助額は， 漸く伸び悩 

みを示してきたことが举げられる。D A Cの発表によると，加盟先進1 5 力国の援助額総計は， 1965 

年 105億ドル, 1966年 103億ドル， 1967年 111億ドルであり， とくに発展途上諸国が歓迎する政 

府ベースの援助額は，この3 年間にそれぞれ62 億ドル，65億ドル，7 0億ドルという推移を示して 

いる。'

この点については，1950年代後半に見られた束拽間の援助競争が， いわゆる平和共存への移行 

によって, その必迪性が渖らいだことにもよるが, 最大の理)1丨は，アメリ力の国際収支の惡化とド

—— • 16(782)—
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ル防衛態勢の強化によると解される。… ; • : し
• ? . . .  

したがってその兰として，その後めポシドやドルの不安, フラン0 動揺をも含めて，国際通貨問

題の登場をあげなくてはならない。さぎに触れた如く，‘先進諸国^ とっては，この問題の方が，衔

北問題以上^!,より緊切な課題となったのであり，南北問題に対する姿勢はやや消極的となPジざる

_を.えな、、 .； 圓 . . ;：• ；ゲ。.ぺ

, しかしすでに明らかな如く，南北問題を無視しヤは, 今後の世界政治• 経済の真0安矩は確保さ' 

れないはずであり， 現突虼それは東西問題との微妙な絡み合いのうちに,複雑な課題を提起しつつ 

ある。前に指摘した如く，.南北問題かここにーづの転機を迎え，：その.新た■な展開が期待される所以 

である。 ： : . .

• .、，ノ .

. . .

2•太 平 洋 経 済 圏 の 諸 条 件

. へ : .ノノ . . . .ハ ハ . . . ! ' - ; .をず:.''
： ■ • . * , _

. -• • ■ •' • # パ ；: .■：

南北問題の今後の進展の方向を，的確に予測することは難しいが，それが地域的にかなりの特殊 

性を示すであろうことは，容易に推定できる。本稿の主題とする太平洋経済圏諸国についていえば， 

それはアメリカ, カナダ， 日本，豪州，ニュージーラ/ンドの5 つの先進諸国を中核どし,これら諸 

国間の貿易俾進の効果をもって, 東南アジア諸囯やラテン• アメリカ諸国へb 経済•技術協力の拔 

充をはかる、ことが, 課題となる。 •

そしてこの目標に向って, 太平洋 • アジア自由質易地域（P A F T A )の形成^)多要が諫かれ， ま 

た二国間経済協矩の促進が企図され, ’ さらには日本• 豪州 • ニュ 一ジーランドの三国を対象とする 

J A N F T A の構想も挙げられている。

しかしながら，およそ太平洋綏済圏に厲すると目される国々の同には，複雑な地理的•照史的条 

伴ぎらに政治的 • 経済的諸条件}^介4 し，その具体的な構成は，決して安易なものではないと思わ
. . . .  • . . .  . . I - . . . . . . .

れる。’ .

地理的 • 歴史的条件太平洋を令海とする国々の数は多I 、が，その中核を•なすのは，さきにあげ 

た 5 つの国であり，なかでも中心と目されるのは，東のアメリ力と南の豪州そして西の日本である。 

それは地理的には, 広大な領域を含むとはいえ，連輸 • 通信施設の発達した今日,そめ意味での速 

絡の_ 難性は，さほどの障害をなすとはみられない。

これらの国々が, その現実的な経済的利益‘ ら結びつきうるとして, これを制約するのは，むし 

ろ歴史的条件であり，また後述する政治的条件であろう。 .

たしかにアメリ力，日本, そして最近ではとくに豪州は, 東南アジア諸国め關発促進^•多大の関 

心を深めている。とりわけ丨ヨ本は, そのアジブの一国と■しての立場を保# ずるかぎり，東栴ァジア 

諸国の安宠とその将来め繁栄に, 1 丨国の発展をがけている。こめ関述セは,アメ II力，そしてカナ

— - 17 (7 5 3 )一…_...
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ダも，なおヨーロッパとの結合関係の緊密化匕（例えばNAFTAの形成),よりいっそうの関心と期待 

を寄せている。その点，豪州とニュージーランドは，一面において，. ィギリス办動向，そ の EEC 

への加入の如何を注意しで見守りながら，ィギリス特恵制度の改廃に注目し，他面において，その1 

対策としてアメリ力およびアジア諸国との述携の強化に，活路を見出そうとしている綱くである。

かくして太平洋経済圏の設立についての各国の意識は，必ずしも一様ではなく，それぞれの麼史 

的要因の影響をうけて，その姿勢はかなり柔軟性をもつといえる。 .

この形成について，最も一次的な意義を見出しているのは，いうまでもなく日本であり，次いで 

アメリ力, そして豪州ということが：e きょう。そしてカナダはアメリ力の，匕ュ一ジーランドは豪 

州の向背に，■と.くに注意を払っているとみられる。

政治的条件この事情は，また政治的要因が絡むことによって，いっそう複雑な様埤を呈してく 

る。その第一は，アメリカの世界政策，ことにそのアジア政策の志向である。短期的にはベトナム 

和乎の帰趨如何が，大きく影響することは明白であるが, やや長期的には，アメリ力のアジア政策 

が，積極性を保持するか，ないしは若干の後退を示すかによって，この構想自体も左右されるとこ 

ろが大きい。 '

それはアメリカめ新中国政策,またアジアにおけるソ逋邦との対立関係の推移とも深い関係をも 

たざるをえない。つま.りアメリ力のアジアに対する関心については，単に経済的利益ということ以 

上に，アジアにおける自由陣営国象の擁護と強化という政治的意図が含まれている。それだけに白 

木，フィリピン，韓国，中華民国等との間における二国間の安全保障ないしは相互援助条約に止ま 

.らず，SEATO, A N Z A Sおよび ASP A C 等の多分に政治的な協力関係の維持に多大の熱意を寄せ 

ている。そしてその軍事的 . 財政的負担^：鑑みて，圏内の先進国，例えば日本や豪州にとくに経済 

的負担の肩代りを求める気運が看取される。その要望が充分に満たされない場合には,アメリ力と 

してもある程度，軍事 • 経済援助を縮小する可能性もないとはいえない。

この点ぢ•ついて， 第二に豪州とニュージーランドは， 1971年末に予定されるイギリス軍のスエ 

ズ以東からの引揚げに, 深い注意を払？ている。その後のアジア情勢に備えて，アメリカとの協力 

を緊密化するとともに，とくに東南アジア諸国との提携関係の強化に熱意を示しはじめている。

第三に，その際の日本の立場は， 最も明白であり，過去 20数年におよぶアメリ力との特殊関係 

を持続しながら，その高成長経済をS 盤とする余力をもって，朿南アジア諸国への経済•技術協力 

を拡充することによって，軍 的 • 政治的義務の加重を回避しようとしていると解される。

こうした態度は，アメリ.力のみならず，すでに往々にして一部のアジア諸国からも，批判を浴び 

ている。そこで太平徉経済圏の形成を通じ,，日本がそのなかで応分の経済的負担と義務を積極的に 

担当することになれば, それはこのような外闺の批判や不満を緩和する方途となるであろう。 

経済的条件太平洋経済圈というようないわば成域経済準位を偁成する場合には，それが全体と

■-----   X8 ノ- . . ■
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しての圈内贸易の促進，ひいては経済力c p 充実に，役立つものでなくてはならない。

前記の5 力国についてみると，アメリカと日本は高度の先進工業国の段階に属し，これと比較し

て，カナダと豪州は中位の工業国の段階にあり，ニュ 一ジーランドはいわば先進農業国の範_に入

る。 したがってこの圏内では，水平的贸易の拡大の可能性とともに,なお多分に垂直的贸易のパタ

ーンが保持される可能性をもっている。もちろんその効果を十分に発撺させるためには，東南アジ

アやラテン• アメリカの発展途上諸国をも含めて，自由貿易地域としての形態より進んで，共同市

場の実態を構成し，さらには各国の産業構造の調整にまで進む必要があろう。 ‘

しかしこの点はしばらく揩くとして，太平洋自由貿易地域の効果にづいて，つとに小島淸教授は，

綿密な計量的考察を基礎として，その設立を提唱されてい家。その分析によると， この5 力国で関

税を撤廃した場合，最大の受益国は日本である。すなわち, その際，域内f (易全# の伸び率は約50

叙ドル(28寧)であるか，日本は輸出において17‘ 4 億：ドル姊ぬ，輸入 4. 3 億ドル . (14.7% )の伸びと

なる。かくて域内質易収支を13.1 億ドルも改善することになる。またアメリ力は輸出が20, 3億ドル

(域内輸出の28 % ) ,輸入が22. 8 億ドル (30%)増加し,増加分については，ほぼ均衡を保つこと(こな

る。これに反し，カナダは輸出が8. 6 億ドル(1?% ) ,輸入が14.8 億 ド ル （犯幼増加し， 貿易収支

は想化する。豪州は輪出はわずか0. 6 億ドル(匕8% ) しか増加しないのに，輸入はその10倍のd 5

第2表 PAFTA結成の静態的贸易拡大効果：商品群別

食 料 ( F ) 原材料 ( R )

------- --：------ -：____ _
軽 工 業 品 ( L ) .重 化 学 工 業 品 （H )

増 加 額 聯 II率 増 加 額 増 加 率 増 加 額 塯加率 増 加 額 増加傘

a y  >̂  y 力 輸出

輸 入 .

差額

34.4 

43 . 4 

- 9.0

⑷  
3. 49

5. 75

27. 9

38； 9 

- 11.0

( % )  
1.88

2. 55

432. 0 

933.5 

- 501.5

( % )  

35. 22

45.40

1,8 0 7 . 4 

1, 267, 4 

5 4 0； 0

(°ノ0
39.73

38.98

b 力 ナ ダ 誠 18. 6 3.33 27.7 1:90 177.3 18.52 6 3 L  8 29.60

輸入 6.4 1.33 12.9 1.92 332.0 30.79 1, 129. 4 32. 97

差 額 12.2 14.8 - 154.7 - 497.6

c 日 本 輸出 29.9 25. 07 1,6 3.96 8 88. 2 61.68 823.3 54. 40

輸入 23.5 3.25 8.8 0.65 79. 8 11.54 318.6 44. 96

差額 6.4 - 7.2 808. 4 504.7

d オース トラリ ア 蝻出 6.7 2 . 24 11.8 1.99 8.8 14. 56 37.2 22. 89

輸 入 ， 11.3 22. 77 9.2 9.72 138.1 41.31 491-9 66. 35

差額 - 4.6 2.6 - 129.3 - 454.7

e ジーラン K 輸出 1.2 1.59 4,9 4 . 45 4.3 22.17 11.7 56.95

輸入 6.3 19. 94 4 . 1 12. 65 25 . 2 26. 18 104. 2 41.03

骞額 一 5.1 0.8 *— 20 , 9 - 92. 5

太 乎 W 諸 _ 計 輸出 . 90.8 4.45 73. 9 2.01 1,510.6 40,79 3, 311,4 39. 51

l965年 の 太 平 洋 諸 国 輪出合計 2,040.3 3, 684. 6 3,703.5 8, 381.1

(出所）」J、岛 淸 編 （•太平洋経済圈j  (K I本経済新昍社刊） 1 0 4 頁より，

注（1 ) 小 岛 淸 稿 r太平洋j!|山贸婷地域一日本の_心一 j  (小 岛 淸 編 「太乎祥样済圈』飨 5 章)，

—̂— 19 (785)
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傯ドルの増加が兄込まれ，同じぐ質易収支は悪化する。さらにニュ一ジーランドも輸出の2 ,200方 

ドノ•レ(访念)•増に対し，輸入の1 .4 億 ド ル （34%):増によって，やは b 貿易収支の惡化が予想される。

' もちちんこれは1965年の貧易額をベースにした推f 丨•セ'あるから， ニつめ展望め例にすぎない。

I かし少なぐともこの地域を対象どする自由貿总地域結成の質易拡大効果の配分についで，国によ 

って大差のあることが判る。つまり日本やアメリ力の如く，工業品輪出国の利益が大きいめに反して, 

一次産品輸出の大きいカナダ，豪州，ニュージ一ランドめ3 ■力国め_ 出姑大率はそれほ，ど期待でき 

ない。それはいうまでもなく，この地域の域内貲易が工業品対一次産品という華直質易のパターン 

を至軸としており，E E C にみられるような工業品相;5：間の水平貿易が，未成熟のためである。

それだけに，現時点め実績を基礎として, 早急に自由質易地域め形成を杏]21することは困難セあ 

る。むしろこれを将来の目標としてアジアやラテジ. アメリカの低開発諸_ との関連の密接イ匕をも 

考慮 t つっ，全地域内での水平• 垂直貿易の調整と拡充を考慮するととが望まれるのである。 : 

したがって, 小島教授も太平洋諸国間の協力増進のためめステップとして，次の右点を挙げてい

° . . ■ ；

1 ; アメリカから，ほかの太平洋諸国ならびにアジアとラテン• アメリ力の低開発諸国への資金 

の流れを増加すべきセある。 •

2 : 太平洋5 力_ 間の重化学工業晶についてめ水平贸易を大いに促進すべきであり，それと関連 

す名原料 • 中間財の生産と質易を, 地域全体として，最も能率的にやるよう拡大すべきである。

：3 . 太平洋5 ガ国間の農産物の生産と貿易を再編成すべきであり，その際アジアおよびラテン• 

アメリカ低開発国に，より大きな役割を与えるよう配慮すべきである。

；4 . 労働集約的軽工業品の生産と貿易についても，太平洋5 力国の構造_ 整が必要であり，アジ 

アおよびラテン•アメリカの低開発国品に大きな市場の開放を図るべきであるン 

5 . 太平洋5 力国はアジアおよびラテン• アメリ力低開発諸国に対する辑助を,•より有効ならし 

めるため協調的援助政策を打ち出すべきである。 _

3. 世界貿易の地域化と太平洋経済圏

: たしかに:戦後の世界質易が，一方においてグロ一バルな形でのより自由な贸易の拡大を究極の理 

想としていることは，助らかである。戦後の国際贸易機構(ITO)の構想は不発に終ったが，それに 

代 る G A T Tの活勅やO E E C ,さらにはその後のO E C Dも，その盛底においては> 一貢してこの
r • ' 4 . ■ . . . 争

補への接近を意図しているし , ヶネディ: • ラウンドは最械截に，この_の具体的な推進を期 

したものといえる。

しかも他方において，徂‘界資舄のい含一つめ局前としセ，地域化の傾向が前進を示し'"Cいるとと

M786)
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も？If実である。この点に関して，この世界贸易の自由化と地域化の二つの潮流が根本的には必ずレ

も栢矛盾する動きではなく，両者が相補足l>.てii上界貿易の全体的な増大を導ぐものと具ることもで

きるし，また地域化をより大なる自由化に速な；過渡的な運動と解するこ也も許されようd この点

については, もとよりプ口セスを進める上で, なお多分の協調と調整の方策を必要とすることは，

いうまでもない。 . . '

したがってここでは，最近の世界'質易の趨勢に示される地域化の実態に触れておくに止めよう。

経済企画庁の昭和4 3年 度 . 年次世界経済報告—— 苒編成に直面する世界経済—— は， 最近の世

界貧易の変化のなかでの特色の」つとして, 貿易構造の地域化の前進を举げそいる。

世界質易b g 域 別 構 成 (輪 ffl) : (%) ;

出先 北 米 中'南 米 ’ 西 欧 東南プジア H 本

北 1955 30.1 17.5 31.5 7.9 3.9

米
60 26.5 14.4 33. 3 8.9 6 .3；

66 31 .2 11.4 29.6 . 9.2 6.9

中 1955 , 4 6 . 5 9.5 28.7 0.4 2.9
南 60 44.8 7. 9 31.8 0.4 2.8
米 66 35.7 10.1 32.8 0.7 4.9

西 1055 8 .4 5.7 .55. 3 6 .0 0 .5
‘60 9 .9 5 .0 56.8 4.9 0.7

欧 66 10. 2 3.5 64.2 3.5 0.9

. 涂 7 1955 16.9 . 2 .6 29. 0 ； 28.4 8.3

由 K 60 16.8 1.8 26.9 27. 4 9.9
南：ア ' 66 19.5 1.1 23.3 24. Y 13.7

ォ -ニ  1 1955. 8. 5 0.6 6 6 .1 6.3 6 .9
. 1 フ ユ フ  

ス.リr ン
60 10. 4 0.8 62.3 6. 6 12.2

トアジド 66 15.5 0.8 4 0 .1 8.6 16. 4

(.出所） 經 済企画庁「昭和 4 3年度•年次世界経済報告J 128頁より。

前表に示された如く, 1955—66年の実績として,この間に域内質易の比茁が55. 3%から 64. 2% 

に増大した西ヨ一ロッパ地域をはじめとして，同様の現象がラテン. アメリ力地域や北アメリ力地 

域についても共通にみられる。また東南アジアや豪州，ニュージーラン’ドの場合も,従来の西ヨー 

ロッ八諸国との密接な質易関係が次論に後退して，北アメリ力地域，日本な苫比較的近い地域との. 

結びつきが強まりていることが判る。

西 ヨ ー ロ ッ パ 地域の域内貿易の比誼 の 墙加は明らふ に E E C さらにはE B T A の成立に驻づくも 

のであり，どりわけE E C のそれは1958年め75億ドルから, 1967年には245偉ドルと3. 3 倍に增 

火し，その比率も.32. \ % か 6  42.1% に高まった。 E F T A の贸易拡大効果は,それほどではなか 

ったが，それでも域内贸易比率は, 1960年の 18, 8% から，1967年 の 沈 2%へ上昇した。

また北アメリカ地域についても, ブメリカ• カナダ間の自猶車槔定の成耷に伴い，1965年以降,

' — 2 1 _  —  /  ，
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域内貿易比率の増進が示され，例えば1964年の 26. がら，1%7年には33. 2% になった。

他方， 低開発諸国の間にも， 質易の地域化の前進がみられ， 中米の5 ガ国を含む中米共间市場 

(CACM)では， 域内貧易比率はその成立前の1%1年の 7. 9 % に比べて, 1967年には24, 6% に達し 

た、。 1961年に成立したL A F T Aでは， その進渉度はあまり顕著でないが， 域内贸易比率は1%1 

年の 6.0% から， 1966年には7 .1% へ伸びている。 かくしてラテン•アメリカ地域全体としての 

域内貧易は，1961年から1967年にいたる間に， 2 倍に増大し， 輸出総額の伸び1 .3 倍をがなり上 

回ったといえる。

ここでとくに問題となるのは東南アジブ地域であり，そこでは域内貿易はむしろ低下の傾向にあ 

る。 しかし日本との結びつきが著しく強化の方向にあることが注目される。すなわち,東南アジア 

諸国の輸出に占める日本向けの比率は，1955年の 8. 3% から，6 0年には9.9% )こ, さらに67年に 

は 14.1 % へ上昇した。またとれらの諸国の輸入に占める日本の比率も， その間に10. 0 % , 13. 7%, 

16.9 % とか'なり顕著な増進を記録した。

こうした日本との結びつきの強化は，豪州，ニュージーランドの場合にもみられるのであり，こ 

れらの国の輪出に占める日本の比率は, 前 表 の 如 ぐ 1955 年の 6 .9 % から 1960年 に は I2. 2%, 

1966年には16. 4% にまで高まっている。また輸入についても日本の比重は， 同じ期間に，2.5% ， 

5.6%, 9 .4 % となった。

以上は> BEG' その他のいわば地域的な結合組織や協定を中心に眺めた概貌であるから，上の事 

実から直ちに, いわゆる太平洋経済圏諸国の贸易拡大の方向を類推するわけにはいかない。 しかし 

少なくとも前掲表の数字を鉴礎として，今後の世界質易の方向に関し，若干の展望を試みるならば， 

次のことが指摘できよう。 ，

( 1 ) 北アメリ力地域の贸易上の最大の関心は； ラテン•アメリ力諸国を含む汎アメリ力地域での 

贸易の保持であり，次いで西ヨーロッパ埤域との贸易の緊密化，そして日本を含めてのアジア諸国 

との贸易の拡充となろう。 -

( 2 ) ラ テ ン . アメリ力地域についても,沙Lアメリカ贸易の増進と対西ヨーロッパ地域との貿易の

掀大が期待される。 ， • r

(3) 西ヨ 一口ッパ地域に関しては, 域内贸易のいっそうの拡充を根幹として，対北アメリ力地域 

との間の贸易増強に関心をふり向けると思われる。 '

( 4 ) 束南アジア地域については，日本を含めての域内貿易の増強にIfi要な関心を払いつつも，対 

7  メリ力地域，対四ヨ 一口ッパ地域との関述の強化ないしは復活にも努力を怠らないとみちれる。

㈤ 、最後に豪州 • ニュージーランドは，対西ヨーロッパ質息の縮小を， 日本を合脊対アジア地域 

たらびに対北アメリカ地域との拡大によって•補见することに腐心するものと思われる。 '  

. いずれにしても，太平洋経済圏に合まれる国々の問には, 政治的 • 軍讲的にゆどもかぐ,経済的に

“ ^2 (788)  、~
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は，なお推進力となる強力な地域的な組織や協宠が，不充分とみられるだけに,その具体化のため 

の基礎造り女急がなくてはならない。

もちろ.んこのことは，E C A FBの活動の拡充やアジア開発銀行，アジア民間共同投資会社の育成 

，の必要性, さらには諸截の地域的な国際経済会議の効果を軽視する意味ではない。一面において，’ 

これまでの組織や協足の活用を図りながら，他面において，より現実的な観点から，まず可能な結 

合の強化から着手し, それを漸進的に拡張して，究極の廸想である太平洋経済圏の形成に進むと企 

が賢明と目される。

. .  ' . . .  : '

■ - ■ . . ■ . .  . こ - '

4•貿易促進の一方途

この観点からすると，近年とみに注目を集めてきた日• 豪経済関係の緊密化に，最初の努力を集 

中することは, 一つめ有効な方策と考えられる。 豪州がガット第35条の援用を撤回して,わが国 

との間に通商協定が締結されたのは，1跖7 年であった。 その後わずか10年余の間に,両国間の贸 

易額が，約 4 倍に増大したということは，特筆に値する。ことに3 年前から，日本はイギリスに代 

o て, 豪州にとって最大の顧客となった。 1967年の貿易額は1 1億 5100万ドル（輸入792百方ドル， 

輸出3故百方ドル) であり，1968年には，総額 1 3億4000万ドル（輸久如0 首万ドル，輸出420百方ドル） 

になった。 , .

1967年の日本の豪州からの輸入総額の93% までは，原料品によって占められ，羊毛，鉄鉱石， . 

右炭，非鉄金属鉱，小麦の順であった。すなわち伝統的な輸入品である羊毛をはじめとして,、日木 

に対する原料供給国としての地位を強化してきており，日本の総輸入額に占める比重は，羊毛の83 

%をトy プとして， 石炭とボーキサイトが各29%，砂糖 2 4 % ,鉄鉱石1 4 % ,小麦 13%.であった。 

ことに豪州側からみて，その主要鉱産資源,輪出に占める日本の割合が高く， 石炭 9 6 % ,鉄鉱石91 

%，餉 69% ,塩 47%，シルコニウム25% ,アルミ'ニウム23%等が挙げられる。 .

他方, 日本め対豪輪出額は， 1967年に 3 億 5880万ドルで， 前年比20: 5%増を記録したが， 昨 

年もまた17%の増加で， 4 億 1673方ドルとなった。 これは主として豪州の景気が1967年初めか 

ら回復して，輸入需要が旺盛になったことによるが， 日本側からの輸出努力の成果ともみられる。

その增加の中心となっ たのは， 贲化学工業品で，1967年にそれは対豪輸出額の58% を占めるに 

いたった。ことに機械機滤は1967年の 1億 2710万ドル（20. 6%増）から，68年にはさらに24. 3% 

塯して 1億 5801万ドルとなり，. なかでも•乘用車輸出は5 万台を越えたo また金属および同製品も 

19的年の 4, 700方 ド ル （26, 4%増）•から， 68年 5 ,954方 ド ル (27%増) どなり,とくに鉄鋼はそ 

i x ぞれ 3 2 36. 2 %の著墙を沄したd :

1 その外， 化学品の増加, 合繊織物め増加が著しく， 綿織物はアメリ力に次ぐ第2 位の安宠市場

一 一 23 (789) — -
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